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論文の内容の要旨
本学位論文は、東アジアおよび東南アジア地域の農業生産の研究動向に関する調査研究と、インドネシア
国内における農業改良普及員 (AgriculturalExtension Workers)による情報提供活動に関する調査研究を核と
し、インドネシアにおける農業情報流通に関する研究をまとめたものである。
第 1章(Introduction)では、インドネシアの農業情報に関する状況、農業改良普及員の置かれている環境
などに関する説明など、本論文に関する背景説明がなされている。
第 2章 (LiteratureReviews)では、はじめにインドネシアを中心として、途上国における農業情報全般に
関する状況と課題を示し、次に、農業生産物とその動向に関して、東南アジア各国およびインドネシアにお
ける農業生産に関する状況を示している。さらに、インドネシアにおける農業情報資源およびサービスにつ
いて示しており、ここでは、インドネシア政府の農業情報サービスに係る政府機関等についても示している。
続いて、農業改良普及員とそのサービスに関して示している。ここでは、インドネシア政府の農業情報サー
ビス機関とも関係づけて本論文における基本的な問題意識を示している。最後に、インドネシア政府と農業
改良普及員との間の情報伝達における障壁について示している。
第3章 (Studyon Agricultural Commodities) においては、 1995年からの 10年間における東南アジアおよ
び東アジアにおける農業生産の動向に関して、国連食糧農業機関 (FAO)が提供する文献情報データベース
AGRISを利用した調査を示している。この調査では、当該調査期間に発信された農業生産に関する文献情
報を収集、分析し、研究動向を分析している。本研究では、 AGRISからの情報収集に関して、調査のため
の用語を統制する必要があるため、 FAOが提供する農業用語シソーラス (AGROVOC) とAGRISの記事索引
(descriptor) を調査し、本調査で用いる諾 (1279語)を決めた上で、東南アジアおよび東アジア各国から発
信された文献を収集し、前半 (1995-1999) と後半 (2000-2004)に分けて内容を分析し、調査結果を示
している。農業の各分野による国ごとの文献数の多寡は、その庖における当該分野でのニーズ、への結び、つき
があると考えられる。本研究では、穀物および穀物製品を調査対象とし、その中でも主要産物である米とト
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ウモロコシを中心に調査している。この調査から、東南アジアではフィリピン、インドネシア、タイの傾で
文献数が多く、東アジアでは、中国、日本、韓国のJI貢で報告が多いことを示している 2 発信情報の内容に関
しては、こうした産物に関する遺伝子情報や育種技術に関するものが多いことを示している。また、インド
ネシアに関しては、土壌や肥料に関する文献が多く出されていることを示している。著者は、この研究から、
農業生産を増進させるために最新の生産動向や研究成果が末端の農業従事者にまで、適切に伝えられている
かどうかに関心を持ち、第4章で示すインドネシア政府機関と農業改良普及員との間での情報流通について
の研究を進めた。
第4章 (Studyon the lndonesian Government and Extension Workers)では、農業情報の発信元である政府機
関から農業改良普及員への情報伝達に関する障壁に関して調査し、そこから見出した課題について述べてい
る。はじめにインドネシアにおける農業情報に関する政府機関とその役割、提供情報資源について示してい
る。つづいて、政府機関および農業改良普及員(両者計 100名)を対象として著者が行ったアンケートおよ
び対面インタビュー調査から、情報流通にかかわる障壁を生み出す5課題、(1)予算、 (2)非集中化、 (3)
人材開発、 (4)1次情報資源、 (5)情報利用ツールを示しているc この諌査から、農業改良普及員にとって
の最大の課題は (4)1次情報資源へのアクセスであり、必要とする情報資源を実際に入手する際に困難なケー
スがある点であることを述べている。政府の農業情報サービス機関によるオンラインカタログの整備やパン
フレットの配布などは進められているが、都市部を除くとインターネットへのアクセスポイントは十分では
なく、遠隔地にいる農業改良普及員や農業従事者にとってはインターネット接続された端末数もまだ不十分
であることが大きな課題であることを述べている。
第5章 (Findingsand Discussions on Agricultural Commodities and Extension Services in Indonesia)では、本
論文全体の考察として、調査期間 (1995年から 2004年)における農業生産と技術の動向と、インドネシア
政府農業情報サービス機関と農業改良普及員との問の情報障壁に関するまとめを述べている。この考察から、
密書館が提供する一般的な書誌情報検索システムでは、末端の利用者までの 1次情報資源の適切な配信方法
がわからないことに問題があるとの指摘をし、配信経路に関する情報を含めたメタデータの仕組みを提案し
ている。
第6章(Conclusion)では、将来に残された課題などについて述べている。また、本論文で用いられてい
る専門用語、インドネシアの地理、人口統計等の関連情報、そして著者が行ったアンケートとその集計表等
が付録とじてつけられている。
審査の結果の要旨
本学位論文は、東南アジアと東アジア地域の農業生産の研究動向に関する調査研究と、インドネシア政府
の農業情報サーピス機関と農業改良普及員の情報流通に関する障壁に関する調査研究を核としている。本論
文は、大きく分けて以下の 3つの論点からなっている。
-東南アジアおよび東アジアにおける農業生産物の研究動向、特にインドネシアに関するに関する調査研究
(3章)
-インドネシアにおける農業情報流通における政府と農業改良普及員との関の情報流通課題に関する、アン
ケートおよび対面インタビューに基づく調査研究 (4章)
・上記の調査研究から得られた知見に基づくインドネシアの農業環境を指向したメタデータのフレームワー
クの提案 (5章)
以下では、これらの論点ごとに審査要旨を述べる。
(1)東南アジアおよび東アジアにおける農業生産物の研究動向に関する調査研究について
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本論文では、調査対象地域全体の研究動向として遺伝子技術に係る研究や育種技術に関するものが多いこ
と、また、インドネシアの場合には肥料や土壌改良に関する研究報告が多いことを見出しているつ調査では
農業生産の中で、穀物および穀物由来産品を対象とし、東南アジアおよび東アジア各国を網羅的にカバーして
いる。 AGRISは農業情報に関する情報源としては確立されたものであることと、 AGRISと同様に FAOが提
供する AGROVOCを用いて調査のための索引語の調整も行われており調査データの品質を保証している。こ
うした点を総合して、本研究で得られた結果には一定の新規性と信頼性があると考えられる。
一方、研究の性格上、調査から見出されたデータの記述が多く、本研究独自の新しい知見を読み取りにく
いところがあることは否めない。こうした点は改善が求められると思われるが、研究内容としての価値を損
なうものではなし凡また、インドネシアに焦点を当てて、他の東南アジア諸国との違いを指摘している点に
は、著者独自の視点と新規性が認められる。
(2) インドネシア政府と農業改良普及員との間の情報流通課題に関する研究について
著者は、農業生産の研究動向調査研究の経験から、最新の動向情報を末端の農業従事者にまで伝えること
の重要性に気づき、インドネシアにおける情報流通に関する問題点を探ろうとしてこの研究を始めた。この
研究の中心は、インドネシア政府の農業情報サービス機関(ICALTD他、全4機関)の担当者と、農業改良
普及員に対する質問調査である。質問調査は 2009年初頭にアンケートおよび直接面談で行っている。本調
査から得られた 5課題(予算、非集中化、人材開発、 l次情報資源、情報利用ツール)はごく自然な課題項
目と言えるが、その詳細な内容からは、インドネシアの情報環境から由来する l次情報資源へのアクセス性
向上への要求が高いことが示され、地域の特色を表した結果であると理解できるD また、全体的な課題の傾
向の把握に加えて、本調査では、調査の中で具体的な細かな項目を挙げている。こうした内容は、情報提供
機関の現場のサービス担当者とその顧客である農業改良普及員の置かれた状況を表していると理解すること
ができる。
本研究において調査対象とした者は計 100名であり、調査対象としての母集団の大きさには不満な点もあ
る口しかしながら、広大なインドネシア全土を十分にカバーした調査を大学院生レベルの研究で行うことは
国難であること、農業改良普及員の勤務環境の多様性を考慮に入れた調査を行っていること等を考えると、
本研究での調査結果には一定の評価を与えることができる。
(3) インドネシアの農業環境を指向したメタデータのフレームワークについて
著者は、 (2)の研究から農業改良普及員が、必要な情報資源をできるだけ容易に入手できる環境を作るべ
きとの観点から、メタデータに関する考察を行った。政府機関は、提供情報資源に関する書誌情報をオンラ
インで提供しており、情報資源アクセスに関する問題は解決済みであるように思える。しかしながら、現実
には (2)の調査研究からも明らかになったように、末端の利用者である農業改良普及員は I次情報資源へ
のアクセス性に満足していない。この問題の原因として、都市部以外で働く農業改良普及員にとってはイン
ターネット経由の 1次情報資源アクセス環境の整備が十分ではないことや、大都市に位置する情報センター
に来ることが函難であること等が原因であると考えられた。こうした観点から、著者は、Accessibilityメタデー
タの考え方を持ち込むことによって新たなメタデータのフレームワークを作ることで、資料へのアクセス性
の課題を解決することを提案した。この点について、本論文では提案までにしか至っていないが、この提案
は、著者自身の先立つ調査から導かれたアイデアであり、かつ従来の図書館サービスの観点には抜けおちて
いたものであるため、本提案の新規性は認められる。
以上の主要な 3点の他、本論文には本研究全体を理解するうえで必要な記述が付録として添えられているD
また、文献調査も十分に行われており、博士論文とするには十分な内容が含まれているといえる。その他、
著者が英語を母国語としないために生じる読みにくさが指摘されたが、論文全体の価値を損なうものではな
い。こうした点を総合して、本審査委員会では、本論文が博士論文としての要件を満たすものであるとの結
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論を得た。
平成24年 l月31呂、図書館情報メディア研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと、
本論文について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。引き続き、「図書館情報メディ
ア研究科博士後期課程の学位論文の審査に関する内規J第12項第2号に基づく最終試験を行い、審議の結果、
審査委員全員一致で合格と判定された。
よって、著者は博士(情報学)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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